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要旨：本研究では，柱と杭の水平二方向偏心を有する杭頭接合部に関する構造性能の把握を目的とした静的載荷

実験を実施した。その結果，本論に示した試験体では基礎梁断面形状の差異に拘わらず柱コンクリートの圧縮破

壊が確認された。また，両試験体ともに杭頭接合部の下端筋の応力は RC 規準に示される応力伝達モデルから求

まる応力の値と比べて極めて低く，杭頭接合部の残留ひび割れ幅は短期許容圧縮耐力を超えた後にひび割れ幅の

制限値に達する傾向が認められた。一方で，既往の研究で提案された杭頭接合部終局圧縮耐力の計算値は両試験

体の最大耐力の 7 割程度であり，改善が必要であることを示した。 
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1. はじめに 

我が国では，敷地境界線一杯に建物を建設されること

がある。そのような場合，床面積を広く確保するために

杭頭接合部には柱芯と杭芯のずれによる偏心を生じさせ

ることがある。 

 柱と杭が水平一方向に偏心した鉄筋コンクリート（以

下，RC と略記）杭頭接合部に関する研究例はいくつかみ

られる 1)-3)。しかしながら，水平二方向に偏心した RC 杭

頭接合部に関する研究例は鋼管コンクリート杭を用いた

田中ら 4)のもののみである。一方，鉄筋コンクリート構

造計算規準・同解説 5)（以下，RC 規準と呼称）では，柱

と杭が水平二方向に偏心する杭頭接合部に対して図－1

に示す応力伝達モデルを適用した構造設計法が示されて

いる。このモデルでは，長期荷重時を対象に柱と杭の水

平二方向偏心により両部材を結ぶ斜め圧縮力に対するコ

ンクリートの検討，および斜め圧縮力と基礎梁下端に生

じる圧縮力を結ぶ杭頭接合部下端の引張力の検討が必要

とされている。しかしながら，この引張力に対して杭頭

接合部下端に大量の鉄筋が必要となり，現実的な設計法

と言い難いことが指摘されている 6)。 

以上を背景として，RC 規準の設計例を参考に基礎梁

断面形状を変数とした試験体の有限要素法解析が実施さ

れた。当該研究では，前述の設計手法で要求される 1 割

程度の量の杭頭接合部下端筋を有する解析モデルが検討

されている。解析の結果，杭頭接合部下端筋に顕著なひ

ずみの増加は認められないことが示された 7)。 

本研究では，上記の解析モデルを参考に作成した柱と

杭の水平二方向偏心を有する杭頭接合部の静的載荷実験

を実施した。本論では，実験計画を述べるとともに荷重

－変形関係，杭頭接合部補強筋の応力状態，残留ひび割

れ幅および終局耐力計算の検討結果を述べる。 

2.  実験計画 

2.1 試験体 

 図－2 に試験体形状を，図－3 に試験体配筋を，表－1

に試験体の断面詳細をそれぞれ示す。対象試験体は建物

下部の杭から上部の柱と杭頭接合部に取り付く基礎梁の

一部をモデル化した実構造物の 1/5 スケールのもの 2 体

である。試験体は載荷の都合により上下を反転して作成

された。本論では，柱軸方向を Z 軸，両基礎梁の軸方向

をそれぞれ X 軸と Y 軸，および基礎梁軸方向の二等分

線方向を S 軸と定義した。柱端には鉄板（PL-28×300× 

300mm）とその下にピン支点を模擬した球座（GW70-AW）

が，各方向の基礎梁上端（以降，上端と下端は実構造物

を想定したものとする）にはローラー支点を模擬した丸

鋼（φ50）がそれぞれ設置されている。 

 柱断面は 200×200mm，杭径は 339mm，杭頭接合部の
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寸法は 400×400×400mm，柱芯から杭芯までの偏心距離 e

は 113mm である。柱端のピン支点から杭端のピン支点

までの高さは 1,311mm，柱芯から両基礎梁ローラー支点

までの距離は 1,000mm である。 

 実験変数は偏心距離 e を基礎梁の応力中心間距離 j

（=7d/8，d：基礎梁の有効せい）で除した比率 e/j（以下，

偏心比と呼称）である。本研究では e を定数，j を変数と

することで基礎梁形状の違いによる影響の把握を狙いと

した。試験体 E39 は偏心比が 0.39 である。基礎梁断面

b×D は 200×400mm，d は 334mm である。試験体 E88 は

偏心比が 0.88 と試験体 E39 のものの約 2 倍である。b×D

は 360×220mm，d は 148mm である。両試験体の基礎梁

主筋は原則として機械式定着である。ただし，試験体 E88

における二段筋上端の一部は折り曲げ定着とした。なお，

本試験体における杭頭接合部下端筋の配筋量（E39：

42mm2，E88：84mm2）は RC 規準 5)の長期荷重に対する

計算手法から求まる配筋量（E39：401mm2，E88：591mm2）

と比べて少ない。 

 表－2 にコンクリートの材料特性を，表－3 に鉄筋の

材料特性をそれぞれ示す。コンクリートの圧縮強度 σBは

柱が 41.0N/mm2，その他の部材が 30.8N/mm2（柱の打設

後，その他の部材を打ち継いだ）であり，粗骨材の最大

寸法は 15mm である。なお，本試験体では，杭頭接合部

と柱の境界部分にコンクリートの施工不良によるジャン

図－2 試験体形状 

表－1 試験体の断面詳細 
 E39 E88 

偏心距離 e (mm) 113 
偏心比 e/j 0.39 0.88 

柱 

断面 b×D (mm) 200×200 
主筋，主筋比 pg (%) 12-D10，2.1 

せん断補強筋， 
せん断補強筋比 pw (%) D4@35，0.4 

基礎梁 

断面 b×D (mm) 200×400 360×220 
有効せい d (mm) 334 148 

上端筋， 
引張主筋比 pt (%) 

5-D13 
0.94，0.96 

12-D13 
2.86 

下端筋 3-D13 6-D13 
せん断補強筋 

せん断補強筋比 pw (%) 
D4@35 

0.40 
D6@35 

0.50 

杭 

杭径 φ (mm) 339 
主筋，主筋比 pg (%) 12-D10，0.95 

せん断補強筋， 
せん断補強筋比 pw (%) D4@35，0.27 

杭頭接合部 
寸法 (mm) 400×400×400 

上端，下端筋 6-D4 10-D4 
12-D4 

表－2 コンクリートの材料特性 
 圧縮強度 

(N/mm2) 
ヤング係数 
(kN/mm2) 

圧縮強度時 
ひずみ(μ) 

引張強度 
(N/mm2) 

その他 30.8 28.8 1,950 2.63 
柱 41.0 33.6 2,060 2.49 

表－3 鉄筋の材料特性 
 降伏強度 

(N/mm2) 
ヤング係数 
(kN/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

D4 SD295 351 184 519 
D6 SD295 369 198 563 
D10 SD295 348 195 502 

D13 USD785 821 188 1,022 
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図－3 試験体配筋 
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カが生じていた。そこで，当該箇所に無収縮モルタル（4

週強度 67N/mm2）による補修を行った。 

2.2 載荷計画 

 図－4 に載荷装置を示す。図中の青線は計測フレーム

を，赤の矢印は基礎梁先端に取り付く基準試験体 E39 で

は 2 つ，扁平試験体 E88 では 4 つの鉛直変位計 Ibと試験

体の外側に取り付けた鉛直変位計 Ivを示している。実験

は自由端となる杭端に設置した鉛直オイルジャッキ（最

大容量 3,000kN）により杭軸力 Npを作用させる片側繰り

返し載荷とした。加力プログラムは荷重制御として文献

8)に示される式(1)の基礎梁曲げひび割れモーメント計算

値 Mcr を杭軸力に換算した値 Ncr（E39：254kN，E88：

138kN）の 0.5 倍，1 倍および 2 倍をそれぞれ 1 回であ

る。その後，杭先端から柱頭にかけての変位計 Ivによる

鉛直変位 δ による変位制御として 0.25，0.5，0.75，1.0，

1.5，2.0，2.5，3.0，3.5mm がそれぞれ 1 回である。各ピ

ーク後は鉛直オイルジャッキの圧力を解放した杭軸力

Np=150kN まで除荷した。 

 0.56cr BM Z  (1) 

ここで，Z はコンクリートの断面係数である。 

 一方で，変位計 Ivにより計測された鉛直変位には試験

体の変形に伴う回転成分が含まれている。そこで，次節

からは基礎梁先端に設置した変位計 Ibの計測値に基づき

議論を進める。 

2.3 基礎梁変形角と杭軸力の定義 

 基礎梁の変形角 R は図－4 に示した各基礎梁変位計の

平均値 Ibaveを用いて，以下の式(2)で与えられる。 

 bave

bS

IR
l

  (2) 

ここで，lbS：基礎梁の長さ（1,000mm）の S 軸方向換算

値（707mm）である。 

 図－5 に杭軸力換算の概念を示す。Ncおよび Qb周りの

モーメントのつり合いにより，杭軸力 Npに対する両基礎

梁せん断力の合計 2Qb および柱軸力 Nc の関係は以下の

式(3)および(4)となる。 

 2 b p
bS

e
Q N

l
  (3) 

 bS
c p

bS

l e
N N

l


  (4) 

 

3.  実験結果 

3.1 破壊性状と荷重－変形関係 

 図－6 に両試験体の最終破壊時におけるひび割れ状況

を，図－7 に両試験体の杭軸力（Np）－基礎梁の変形角

（R）関係を示す。なお，最大耐力以降の低下部分の変位

は試験体の大きな変形により計測フレームと接触し信頼

性が低いと考えられるため，記載していない。同図中の

点線は柱の終局圧縮耐力を，一点鎖線は杭頭接合部の終

局圧縮耐力 4)を，〇は最大耐力点を，□は柱主筋の降伏

点を，△は杭頭接合部補強筋の降伏点を，▽は基礎梁の

曲げひび割れ発生点を示す。図－6 に示す斜線部は変位

計やH鋼の存在によりひび割れの記入ができなかった部

分を示している。 

 両試験体ともに載荷初期において基礎梁に生じた曲げ

ひび割れによる剛性低下がみられた。また，両試験体と

もに小振幅において柱主筋の圧縮降伏が認められた。こ

れは柱と杭頭接合部の境界付近に生じたジャンカの影響

によるものと考えられる。しかしながら，柱主筋の降伏

点前後で剛性に大きな変化がみられないことから，以降

は実験に対するジャンカの影響が小さいものとして議論

を進める。 

  

 図－4 載荷装置 図－5 杭軸力換算の概念 
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 基準試験体 E39 では，R=0.2×10-2rad 付近において杭頭

接合部に曲げひび割れの発生がみられた。R=0.4×10-2rad

付近において杭頭接合部上端筋の引張降伏が認められた。

R=0.65×10-2rad 付近において柱主筋の座屈および柱コン

クリートの圧縮破壊に伴い最大耐力が記録された。 

 扁平試験体 E88 では，R=0.3×10-2rad 付近において杭頭

接合部に曲げひび割れの発生がみられた。R=0.8×10-2rad

付近において柱主筋の座屈および柱コンクリートの圧縮

破壊に伴い最大耐力が記録された。 

 試験体 E39 における基礎梁曲げひび割れ後の剛性は試

験体 E88 と比べて高く，基礎梁断面形状の違いの影響が

確認された。一方で両試験体ともに基礎梁，杭頭接合部

の曲げひび割れおよび柱の圧縮破壊が顕著であり，破壊

性状に大きな違いはみられなかった。 

3.2 接合部補強筋の応力推移 

 図－8 に両試験体のピーク時の杭軸力－接合部補強筋

応力の推移および下端筋応力算出法の概念を示す。応力

の値は図－3 に示したひずみゲージの計測値から履歴特

性を完全弾塑性型に仮定して算出した値である。図－

8(b)中の点線は杭頭接合部補強筋の降伏強度を，斜めの

赤と青の実線は RC 規準の長期荷重に対する計算手法か

ら予想される下端筋の応力 σ（式(5)）5)を示している。 

 
tan

2 2
/ /

2
c c

s s

s

N N e

j

T
a a

a
     (5) 

ここで，T：杭頭接合部下端筋の引張力，θ：斜め圧縮力

の角度，σ：杭頭接合部下端筋の応力，as：一方向の杭頭

接合部下端筋の総断面積である。E88のasがE39の2倍，

E88 の e/j が E39 の 2.3 倍であるため，赤と青の実線はほ

ぼ重なる。 

 下端筋をみると，基準試験体 E39 では，杭軸力 1,000kN

から応力の増大がみられ，最大で降伏強度の 1/2 程度の

応力が確認された。この値は式(5)で必要とされる応力度

  

 (a) 試験体 E39 (b) 試験体 E88 

図－6 最終破壊時のひび割れ状況 

 

  

図－7 杭軸力－基礎梁の変形角関係 
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の 1/80 程度と極めて小さかった。また，扁平試験体 E88

では応力の増加がほとんど認められなかった。第 1 章で

述べたように文献 5)では長期荷重に対して下端筋の必要

性が示されている。しかし，本試験体ではその必要性が

認められなかった。一方の上端筋をみると，両試験体と

もに杭軸力 300kN 程度まで 0N/mm2に近い値を示す傾向

がみられた。その後，応力の増大がみられ，試験体 E39

では降伏強度に達する傾向が認められた。 

3.3 残留ひび割れ幅推移 

 図－9 にピーク時の杭軸力－残留ひび割れ幅関係をそ

れぞれ示す。ひび割れ幅はクラックスケール（最小目盛

り 0.03mm）により計測した。点線は建物外面におけるひ

び割れ幅の制限値を，一点鎖線は試験体 E39，二点鎖線

は試験体 E88 における杭頭接合部の短期許容圧縮耐力

（式(6)）5)を式(4)で杭軸力に換算したものである。 

  2
2 20.8 /pc cN f BD j j e   (6) 

ここで，Npc：杭頭接合部の短期許容圧縮耐力，fc：コン

クリートの短期許容圧縮応力度，B：柱の幅，D：柱のせ

いである。 

 ひび割れ幅の制限値は文献 5)に示された 0.2mm 

~0.25mm の平均値 0.225mm にスケール効果を考慮した

値である。本研究では実構造物の 1/5 スケールの試験体

を用いたため，文献 9)に示される式(7)に従いスケール効

果を考慮して，ひび割れ幅を縮小させた。 

 wr=n0.6・ws (7) 

ここで，wr，ws：実大，縮尺 1/n のピーク時および除荷時

におけるひび割れ幅，1/n：縮尺である。本試験体の縮尺

は 1/5 である。すなわち，縮小後のひび割れ幅の制限値

は 0.086mm となる。なお，試験体 E39 は Np=1,326kN，

試験体 E88はNp=1,461kNまでひび割れ幅を測定した。 

 両試験体ともにそれぞれの短期許容圧縮耐力を超えた

後にひび割れ幅の制限値に達する傾向が確認された。試

験体 E88 のひび割れ幅では杭軸力 700kN 程度から

1,000kN 程度まで拡幅が抑制されている。その後，杭軸

力の上限値付近からひび割れ幅の拡幅がみられた。 

 

4.  終局耐力計算 

 表－4 に杭軸力換算後の各部材の終局耐力計算結果お

よび実験の最大耐力と各終局耐力計算値の比（以下，耐

力比と呼称）を示す。柱の終局圧縮耐力は式(8)より算定

した。 

  0.85c g B g yN BD a a     (8) 

ここで，ag：柱主筋の総断面積，σy：柱主筋の降伏強度で

ある。 

 基礎梁の終局曲げ耐力は文献 10)に示されているスト

レスブロック法により算定した。二方向偏心を有する杭

頭接合部の圧縮耐力は式(9)~(11)に示す田中らの提案式

4)に従い算定した。 

 

図－9 ピーク時の杭軸力－残留ひび割れ幅関係 
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図－8 接合部補強筋応力の推移および下端筋応力算出法の概念 
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表－4 各部材の終局耐力計算結果 
(kN) E39 E88 

実験の最大耐力 Nmax 1,739 1,517 

柱終局圧縮耐力 Nc 
Nc 1,979 1,979 

Nmax / Nc  0.88 0.77 

接合部終局圧縮耐力 Npc 
Npc 1,286 1,155 

Nmax/ Npc 1.35 1.31 

基礎梁終局曲げ耐力 Nb 
Nb 2,660 1,573 

Nmax /Nb  0.65 0.96 
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 pc B uN A N   (9) 

  min . cos ,u B tN B N    (10) 

 min. ,
tan tan

y t u t
t

a f aN 
 

 
  
 

    (11) 

ここで，Nu：柱と杭の鉛直断面が重複しない部分の耐力，

Nt：鉄筋に依存する耐力，A，B：柱と杭の鉛直断面が重

複する部分およびしない部分の柱断面積，α：柱材軸と圧

縮束の成す角度，at：基礎梁引張側主筋の断面積，fu：基

礎梁主筋の定着強度である。 

 両試験体ともに杭頭接合部終局圧縮耐力の計算値が最

も低く，破壊形式は杭頭接合部の圧縮破壊型となること

が想定された。しかし，実験結果では両試験体ともに柱

コンクリートの圧縮破壊が顕著であった。また，両試験

体の最大耐力値は杭頭接合部終局圧縮耐力の計算値と比

べておよそ 1.3 倍であり，杭頭接合部の終局圧縮耐力提

案式は本論に示す試験体に対して過小評価する傾向にあ

る。しかし，基礎梁形状の影響による杭頭接合部終局圧

縮耐力の計算値の差異は認められた。 

 両試験体において杭頭接合部の終局圧縮耐力以外の耐

力比はすべて 1 未満であり，破壊形式と対応していない。

これらの実験結果と耐力計算結果の相違については新た

な実験や有限要素法解析を実施することで要因を究明し

たい。 

 

5.  まとめ 

 本研究では，柱と杭の水平二方向偏心を有する杭頭接

合部に関する構造性能の把握を目的として長期荷重時を

想定した試験体の静的載荷実験を実施した。限られた範

囲ではあるものの，本論より得られた知見を以下に示す。 

1) 両試験体ともに柱主筋の座屈および柱コンクリー

トの圧縮破壊が確認された。 

2) 標準的な基礎梁形状を有する試験体の剛性は扁平

基礎梁形状を有する試験体のものと比べて高く，基

礎梁の断面形状の影響が認められた。 

3) 両試験体ともに杭頭接合部の下端筋の応力は RC 規

準に示される応力伝達モデルから求まる応力の値

と比べて，最大でも 1/80 程度であった。 

4) 両試験体の杭頭接合部終局圧縮耐力の計算値は最

大耐力と比べて 7 割程度であり，過小評価する傾向

にある。今後新たな実験や有限要素法解析を実施す

ることで実験結果と耐力計算結果における相違の

要因を究明したい。 
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